
令和５年度現任介護職員等養成支援委託事業仕様書

第１ 事業の目的

県内の福祉・介護事業者(以下「事業者」という。)が、現に雇用する介護職員(以下「現任介護職員等」

という。)に、外部研修を受講させる場合や、仕事と出産・育児の両立支援制度（以下「両立支援制度」と

いう。）を利用させた場合に、その代替職員として、労働者派遣法に規定する労働者派遣事業者（以下

「派遣会社」という。）を通じて、失業者等を派遣することで、現任介護職員等の資質向上を図るとともに、

働きやすい職場環境づくりによる職場定着の推進、代替雇用等を通じたさらなる雇用の創出を目的とす

る。

第２ 業務の内容

受託者の行う業務は、以下のとおりとする。

１ 事業者への事業周知

受託者は、事業者に対して、文書による事業案内又は個別訪問等により、事業の周知を図る

こと。また、事業周知にあたっては、介護人材不足が深刻な中山間地域の事業者や小規模事業

者に本事業が活用されるよう、重点的に周知を行うこと。

なお、中山間地域とは、地域振興に関する５つの法律（過疎地域の持続的発展の支援に関す

る特別措置法第２条第１項に規定する過疎地域、山村振興法第７条第１項の規定により指定さ

れた振興山村、離島振興法第２条第１項の規定により指定された離島振興対策実施地域、半島

振興法第２条第１項の規定により指定された半島振興対策実施地域、特定農山村地域における

農林業等の活性化のための基盤整備の促進に関する法律第２条第１項に規定する特定農山村

地域）の規定範囲をいう。

２ 派遣申請書の審査及び取りまとめ

受託者は、事業者から提出された代替職員派遣申請書を受け付け、代替職員派遣申請書の審査

を行う。申請手続きに不備があった場合も、事業者からの申請取下げの意向が確認されない限り、

事業者が当該事業を活用できるよう、きめ細かなフォローを継続すること。

３ 代替職員の募集及び登録

受託者は、代替職員として派遣する者を原則ハローワークへの求人登録、求人広告により募

集し、選考を行う。やむを得ず文書による募集、直接募集等を行う場合も募集の公開を図るこ

と。また、受託者は、選考の結果、採用することと決定した者を、一般労働者派遣（登録型派

遣）として登録する。

４ 代替職員と派遣先事業者との連絡・調整

（１）受託者は、代替職員の居住地と派遣先事業者の所在地等を勘案して、代替職員及び派遣

先を選定すること。その際、中山間地域等、介護人材不足が深刻な地域の事業者へ派遣す

る代替職員を確保するため、地域手当を設ける等の対策を講じること。

（２）受託者は、代替職員及び派遣先事業者の合意を得て、派遣決定する。

５ 代替職員との雇用契約及び派遣先事業者との労働者派遣契約の締結

受託者は、派遣が決定した場合は、順次、代替職員との間で雇用契約、派遣先事業者との間

で労働者派遣契約を締結する。



６ 派遣（労務管理、給与等支払等）

（１）受託者は、代替職員を派遣先事業者へ派遣する。

（２）受託者は、代替職員に、雇用（派遣）期間中、給与を毎月支給する。

（３) 給与等の支給額は、派遣会社が代替職員の資格等に応じ、労働条件・市場実勢等を踏ま

え適正に設定した金額とする。

（４）時間外勤務を行った場合の人件費（賃金、手当、社会保険料等）は、本事業の対象外と

し、派遣先事業者が負担するものとする。

（５）派遣先事業者の都合により、実施要綱に規定する派遣時間以上の派遣を受けた場合、規

定時間を超す時間数に係る人件費（賃金、手当、社会保険料等）は、派遣先事業者が負担

するものとする。

（６）代替職員の１日の勤務時間は８時間を原則とし、始業及び終業の時刻・休憩時間は、法

令の定めるところに従い、派遣先事業者の日勤の勤務時間に合わせて決定する。なお、１

日の勤務時間が８時間未満の場合は、３０分単位で派遣日数を調整する。

（７）代替職員の１カ月当たりの勤務日数は２０～２２日を標準とする。

７ 派遣料金の請求

（１）研修に係る代替職員派遣については、受託者は、派遣先事業者から派遣料金の支払いは

求めないこととする。

（２）両立支援制度の活用に係る代替職員派遣については、受託者は、派遣先事業者に派遣人

件費の１／４相当額の支払いを求める。

８ その他

（１）事業の執行管理の都合上、介護事業所へ介護職員を派遣する場合を除き、事前に県に協

議を行うこと。

（２）代替職員が派遣先事業者が期待する役割を果たせるよう、特に経験の浅い代替職員を派

遣する場合、初期段階の勤務状況を把握し、必要に応じてフォローを行うこと。

（３）事故発生時等の報告連絡体制について、代替職員に周知徹底を行うこと。

（４）代替職員の派遣先事業者への就職を支援すること。

（５）派遣事業者の事務手続きの簡素化に努めること。

第３ 派遣を行う事業所数

（１）研修に係る代替職員 ６５事業所

（２）両立支援制度の活用に係る代替職員 １０事業所

ただし、事業者のニーズ等により予算の範囲内で変動は認めることとする。

第４ 職員の配置

受託者は、上記第２の業務を専門に担当する者と管理責任者（他業務との兼務可能）を配置

すること。

なお、当該業務担当者及び管理責任者に係る勤務日等の就業条件、旅行命令及びその費用に

係る規定については、受託者の規定によるものとする。



第５ 契約金の支払方法

精算払

提出書類

【第１号様式】請求書

第６ 事業の実績報告

１ 雇用状況報告書の提出

受託者は、毎月の業務が終了したときは、遅滞なく別紙１の雇用状況報告書を作成し、翌月

末までに県に提出しなければならない。

２ 受託者は、この事業が終了したとき、次の事項を内容に含む業務完了報告書を作成し、県に

提出しなければならない。

（１）委託事業の実施期間及び終了日

（２）事業費及び人件費の実績額

（３）この事業に従事した全労働者数、そのうち乙の従業員数、そのうち事業実施に伴い新た

に雇用創出された者の数及びそのうち新規雇用した失業者の数

（４）この事業で新規に雇用した労働者の雇用期間

（５）この事業で新規に雇用した労働者の募集方法

（６）労働者名簿、出勤簿及び賃金台帳等の労働関係帳簿（写し）※この事業に関係する部分

のみ

（７）業務実施報告書（業務日誌など）

（８）その他監督職員の指示するもの

第７ 検査等に関する協力

この事業は、委託契約書に示す検査の他、国の職員による事業所の立ち入り検査が実施される

ことも想定されるので、受託者は検査の対象となった場合には協力すること。

第８ 留意事項

事業計画、予算及び事業運営上重要な事項については、事前に県と協議すること。また、事業

の効果を高めるため、必要に応じて、県と協議すること。



第１号様式

令和 年 月 日

請 求 書

金 円

高 知 県 知 事 様

令和 年 月 日付けで契約を締結しました令和 年度現任介護職員等養成支援委託事業にか

かる委託料の支払いを受けたいので上記のとおり請求します。

住 所

会社名

代表者名

振込先口座

銀行名

支店名

口座種別

口座番号

名義人（フリガナ）



（別紙１）

雇用状況報告書（ 年 月分）

１ 求人募集状況

２ 本業務による雇用・就業の状況

注）記入欄は適宜追加すること。

３ 派遣事業所数

①月計 事業所（研修代替 事業所、両立支援 事業所）

②年度計 事業所（研修代替 事業所、両立支援 事業所）

日時 場所 実施状況

本業務に従事する当該月の労働者数 人
（※上記のうち、新規雇用者 人、派遣先事業所への就職内定者 人）

研修・

両立支援

事業所名
氏名

雇用開始年月日 雇用期間

(日数）
新規

雇用期間満了年月日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日


